
令和5年6月19日

　 　代表取締役社長  　安藤　和人

(単位：円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資 産 の 部）

1,449,394,838 267,211,087

現 金 及 び 預 金 32,912,983 49,886,657

未 収 運 賃 105,661,110 84,000,922

未 収 入 金 23,732,772 1,156,300

短 期 貸 付 金 1,267,975,724 53,605,100

貯 蔵 品 7,532,269 1,977,670

前 払 費 用 6,371,537 6,605,128

その他の流動資産 7,239,604 67,618,000

貸 倒 引 当 金 △ 2,031,161 2,361,310

1,961,569,853 459,667,452

1,565,046,594 370,662,666

車 両 101,389,020 54,282,000

建 物 271,041,326 26,719,746

構 築 物 12,080,999 6,603,040

工 具 器 具 備 品 12,760,053 1,400,000

土 地 1,167,775,196

726,878,539

75,861,782

電 話 加 入 権 2,515,255

ソ フ ト ウ エ ア 3,106,661 2,685,009,946

諸 施 設 利 用 権 70,239,866 90,000,000

3,483,822

320,661,477 3,483,822

投 資 有 価 証 券 305,905,897 2,591,526,124

長 期 貸 付 金 4,146,000 35,000,000

差 入 保 証 金 6,890,000 2,556,526,124

そ の 他 4,219,580 繰越利益剰余金 2,556,526,124

貸 倒 引 当 金 △ 500,000

△ 923,794

△ 923,794

2,684,086,152

資 産 合 計 3,410,964,691 3,410,964,691

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

貸　借　対　照　表
（令和５年３月３１日現在）

未 払 金

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

（負 債 の 部）

流 動 資 産 流 動 負 債

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

前 受 収 益

未 払 法 人 税 等

預 り 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

その他利益剰余金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

その他有価証券評価差額金

資 産 除 去 債 務

長 期 繰 延 税 金 負 債
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そ の 他 固 定 負 債

預 り 保 証 金

負 債 ・ 純 資 産 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産　計

負　債　計

利 益 剰 余 金

（純 資 産 の 部）

資 本 剰 余 金

株 主 資 本

資 本 金



重要な会計方針に係る事項に関する注記

１.資産の評価基準及び評価方法

① 有 価 証 券

移動平均法に基づく原価法

　その他有価証券

決算期末日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　　時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

② 棚卸資産

　貯蔵品 最終仕入原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

２.固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、車両及び平成10年4月1日以

降に取得した建物（附属設備を除く）、並びに平成28年4月1日以

降に取得した建物附属設備、構築物については定額法を採用して

おります。なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額資産に

つきましては、3年間で均等償却する方法を採用しております。

② 無形固定資産 定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについ

ては、社内における利用可能期間（5年）に基づいております。

３．引当金の計上基準

① 貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額

基準により計上しております。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職金支給規

程に基づく期末自己都合要支給額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金 役員の退職金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額

相当額を計上しております。なお、令和4年6月20日開催の第69

回定時株主総会において、退職慰労金制度の廃止に伴う打切り

支給を決議いたしました。これに伴い、役員退職慰労引当金を

全額取崩し、打切り支給額の未払分をその他固定負債に含めて

計上しております。

⑤ 債務保証損失引当金 関係会社への債務保証に係る損失に備えるため、被保証者の財

政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上しております。

個　別　注　記　表

　子会社株式及び
　関連会社株式

　　時価のない
　　株式以外のもの



　　（追加情報）

（完全子会社の吸収合併による繰入）

　　当社は令和4年4月1日を効力発生日として、当社の完全子会社でありました名鉄西部

　交通西部㈱及び名鉄西部交通北部㈱を吸収合併いたしております。

　　これに伴い、貸倒引当金が2,063,270円、賞与引当金が45,739,000円、退職給付引当

　金が171,555,695円及び役員退職慰労引当金4,300,000円それぞれ増加しております。

当期純損益金額

当期純利益 16,904,293円


